
日本大学学則（附則）

附 則

１ この学則は，令和２年４月１日から施行する。

２ 令和２年４月１日施行の学則については，第２０条から第２２条，第２５条，第２８条

から第３０条，第３４条，第３６条，第４０条，第５１条，第７７条，第１０５条，第１０６条（第

２項，第４項，第５項及び第６項を除く）及び第１１６条は，入学年度にかかわら

ず，この規定を適用する。

３ 薬学部薬学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成２９年度から令和

３年度までの間，次のとおりとする。

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

薬 学 科 １，４４４ １，４４８ １，４５２ １，４５６ １，４６０

４ 法学部各学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度から令和

２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

法 律 学 科 １，８８３ １，９６６ ２，０４９

公 共 政 策 学 科 ８５０ ９００ ９５０

５ 文理学部各学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度から令

和２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

哲 学 科 ３２８ ３３６ ３４４

史 学 科 ５２３ ５２６ ５２９

国 文 学 科 ５２３ ５２６ ５２９

英 文 学 科 ５２３ ５２６ ５２９

教 育 学 科 ４２０ ４４０ ４６０

地 球 科 学 科 ２９０ ３００ ３１０

情 報 科 学 科 ２９０ ３００ ３１０

物 理 学 科 ２５０ ２６０ ２７０

６ 経済学部経済学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度から

令和２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

経 済 学 科 ３，１６６ ３，３３２ ３，４９８
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７ 商学部商業学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度から令

和２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

商 業 学 科 ２，４６６ ２，５３２ ２，５９８

８ 生産工学部各学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度から

令和２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

機 械 工 学 科 ７３８ ７５６ ７７４

電 気 電 子 工 学 科 ６５６ ６７２ ６８８

土 木 工 学 科 ７３８ ７５６ ７７４

建 築 工 学 科 ７３８ ７５６ ７７４

応 用 分 子 化 学 科 ６５６ ６７２ ６８８

マネジメント工学科 ６５６ ６７２ ６８８

数 理 情 報 工 学 科 ５７４ ５８８ ６０２

環 境 安 全 工 学 科 ４９２ ５０４ ５１６

創生デザイン学科 ４９２ ５０４ ５１６

９ 法学部第二部法律学科の収容定員は，第１２条の規定にかかわらず，平成３０年度

から令和２年度までの間，次のとおりとする。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

法 律 学 科 １，１００ １，０００ ９００

１０ 大学院理工学研究科まちづくり工学専攻（博士後期課程）の収容定員は，第１２

条第２項の規定にかかわらず，令和元年度から令和２年度までの間，次のとおり

とする。

令和元年度 令和２年度

まちづくり工学専攻
（博士後期課程） ３ ６

１１ 教育公務員特例法等の一部を改正する法律（平成２８年１１月２８日法律第８７号）附

則第五条（教育職員免許法の一部改正に伴う経過措置）の適用を受けない者は，

教職課程に関して，本学則の適用を受けるものとする。

１２ 平成３０年度以前から在学する学生については，教職課程の履修に関して，本学

則に定める授業科目を履修する必要があると認められる場合，本学則に定める授
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業科目を履修することができるものとする。

１３ 令和元年度以前から在学する学生については，文理学部社会教育主事コースの

履修に関しては，本学則に定める授業科目を履修する必要があると認められる場

合，本学則に定める授業科目を履修することができるものとする。
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